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＜開会挨拶＞ 

 

カビケノフ・カザフスタン共和国投資・発展省次官 

開会挨拶 

 

 柳瀬経済産業審議官、山添会長、川端大使、参加者の皆様、本日の第７回経済官民合同協

議会参加者の皆様に心からご挨拶申し上げます。 

 日本はカザフスタンにとって東アジアの重要なパートナーの１つであり、両国関係は戦略

的、友好と信頼感に満ちています。経済分野においては、本協議会が有効に機能するととも

に、2015年には投資協定が発効、またカザフスタンと東京や大阪を結ぶ直行便開設を可能に

する法的基盤も既に整備されました。これらはすべて両国のビジネスや貿易・経済関係、社

会分野での連携強化に資するものです。 

 本日の会合には多数の日本の投資家の皆様にご参加いただいており、鉱山採掘業、製造業、

建設業、食品工業など業種は多岐にわたっています。カザフスタン側からも共同プロジェク

トのパートナーになりうる企業が多数参加していますので、本日の会合を通じて、パートナ

ー関係が作られていくことを期待しております。 

 カザフスタンは独立当初から外国投資家のために良好な投資環境を作り、これを経済成長

に結びつける政策をとってまいりました。日本はカザフスタンへの主要な投資国の１つであ

り、2005～2017年の累積投資額は50憶ドルを超えています。今後数年間で、カザフスタンへ

の投資がさらに大きく増えるものと期待しており、大型投資プロジェクトを通じたパートナ

ーシップ構築にも努めていきたいと思います。 

 我々はカザフスタンを投資先として魅力のある国にし、技術移転を促進することを主要な

課題と考えています。現在、投資家への強力な優遇策がとられており、カザフスタンでのビ

ジネスは長期的な収益性と安定性を確保できるものとなりました。特に、30憶～40憶ドルを

超える額の大きな投資については、政府間協定の締結も視野に入れた、中央政府による最高

レベルの支援を行う用意があります。日本企業が現実的にビジネス展開を考えておられる場

合、カザフスタン政府は真剣な支援をするということをここで改めて申し上げます。優遇策

としては、税・関税の免除、土地の無償供与、国の資金によるインフラ整備、外国人労働者

の割り当てに関する優遇策等がございます。 

 現在カザフスタンで業務展開を活発に始めているのは中国、アメリカ、トルコ、日本、ロ

シア、ドイツ等の国々です。中国とは政府レベルでの活発な協力が行われており、共同の産

業投資プログラムに基づき、プロジェクトが進められています。日本とも同様のプログラム

を作成し、調印することができれば、共同投資プロジェクトをより順調に行うことができる

ようになるでしょう。大きなプロジェクトがある場合には、次の協議の機会に、こうしたプ
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ログラムを採択することも考えられます。 

 カザフスタンには11の経済特区と24のインダストリアル・ゾーンが作られ、投資家の活動

も行いやすくなりました。経済特区は地方の特色に合わせ、様々な方向性に特化しています。

また、ユーラシアの中心、ヨーロッパと中国の間に位置するカザフスタンは、輸送インフラ

の整備に力を入れています。中国国境のホルゴス・ドライポート建設や、カスピ海のアクタ

ウ港改修、中央アジアとペルシャ湾岸のバンダル・アッバース港を結ぶ約900kmの鉄道新線

「カザフスタン～トルクメニスタン～イラン」の建設、西ヨーロッパと中国西部を結ぶ国際

輸送回廊の整備（うち2,787kmはカザフスタンの領土を経由）等、多くのプロジェクトが実

現されました。一連の取り組みにより、中国の連雲港からロシアのサンクトペテルブルグま

で、10日間での輸送が可能となり、カザフスタンはトランジット貨物輸送を25万7,000TEUま

で増やす見込みです。この５年間にカザフスタンで新設された鉄道の総延長距離は1,791km

に上ります。 

 2017年12月にナザルバエフ大統領は新しい地下資源法（法典『地下資源とその利用につい

て』）に署名し、同法は2018年６月29日から施行されます。同法によって明確にされたのは、

「最初に申請した者が権利を得る」、すなわち早い者勝ちの原則です。したがって、日本の鉱

山関係の企業には、迅速に行動し、新しい可能性を手にしてほしいと思います。今後、銅、

金、鉛、亜鉛その他の金属を対象とした鉱床探査プロジェクトについて、投資家との交渉を

進めていきたいと考えており、またおよそ100の産地を自由な開発の対象として提供する予定

です。新たな地下資源法に基づき、69鉱区の地下資源利用権に関わる入札を準備しており、

うち５つの鉱区は採掘、64は探査を対象としています。 

 また、カザフスタンは大規模民営化を進めており、対象には採掘･冶金、石油・ガス、電力、

運輸･通信、インフラ等の大企業の株式も含まれる。日本企業の皆様にもぜひ、この民営化プ

ロセスにご参加いただきたいと思います。カザフスタンにとってそれは日本の技術や設備、

経営の手法等を得るための、一方、日本企業にとっては収益性の高い、リスクのないビジネ

スを行う貴重なチャンスとなるでしょう。 

 国の投資政策の第３の方向性として、官民パートナーシップも推進しています。病院や学

校、その他の社会インフラの建設にも日本企業に参加していただければと思います。現在、

PPPのメカニズムで183の契約が結ばれ、国内外の企業が参加しています。 

 金融分野については、日本の三菱UFJ銀行、米国のシティバンク、ドイツのドイチェバン

ク、ヨルダンのアラブバンク、オランダのINGバンク、ロシアのVTB銀行、その他の銀行が

積極的な活動を行っています。中国の銀行も、中国建設銀行や、中国工商銀行等がカザフス

タンでの業務開始に向けた交渉を進めています。さらに、アスタナの「国際金融センター」

も2018年１月より操業を開始しました。カザフスタン政府は金融分野の協力発展に特に配慮

しており、投資家との問題が生じた場合は共和国レベルでその解決に取り組む用意がありま
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す。今後３年間で500億ドル規模、177の投資および投資プロジェクトを予定しています。ア

スタナ国際金融センターに関しては、ニューヨークやシンガポール、ロンドン、ドバイのよ

うな金融センター創設を目指すもので、英国法を基盤としています。日本の会社、銀行、金

融機関にも、同センターへの積極的な参加やカザフスタンへの支店開設をお願いしたいと思

います。 

 さらに国営投資促進会社として、「カザフインベスト」が設立されました。国内各地方に支

部を置き、海外にもネットワークをもっています。同社は国を代表して大規模投資家との交

渉を行い、また重要な法律等は英語への翻訳を行い、インターネットサイトに掲載する等の

業務を行っています。また重要な法律等の英訳やインターネットサイトを通じた広報活動、

英語による投資家への様々なサービスを提供等、その活動を支援しています。 

 投資・発展省は、皆様方のあらゆるプロジェクトを全力で支援していきます。本日の協議

会が、カザフスタンと日本とのビジネス関係強化に大きな弾みをつけるものとなり、また今

後の新たな協力を促進し、より一層、緊密なパートナーシップを作り上げていくきっかけに

なることを期待しています。 

 柳瀬審議官に心からお礼を申し上げたいと思います。カザフスタンとの関係発展に大きな

期待を示してくださいました。柳瀬審議官にお越しいただいたことは、両国の関係発展に大

きく寄与すると思います。また、協議会の組織に貢献してくださったROTOBOにも心から感

謝申し上げます。ありがとうございます。 
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柳瀬唯夫・日本国経済産業審議官 

開会挨拶 

 

 第７回日本カザフスタン経済官民合同協議会の日本側議長を務めます、経済産業審議官の

柳瀬唯夫です。本日、第７回協議会を開催するにあたり、一言ご挨拶を申し上げたいと思い

ます。 

 まず始めに、本協議会の開催にあたりご尽力いただいた、カビケノフ投資・発展省次官、

エシムベコフ・カザフスタン日本経済委員会会長、山添・日本カザフ経済委員会会長、ロシ

アNIS貿易会、カザフスタン・日本の関係者の皆様全員に感謝申し上げます。 

 ただ今カビケノフ次官から、大変詳細で勇気づけられるお話をいただきました。こうした

お話を通じて日本の経済界の方には、カザフスタン側の具体的かつ熱意の溢れる提案を受け

て、大きく投資が拡大することを期待しております。 

 カザフスタンは、日本にとって重要な戦略的パートナーであり、ハイレベルでの交流が盛

んです。2015年には安倍総理がカザフスタンを訪問し、2016年にはナザルバエフ大統領が訪

日されました。そして2017年には、世耕経済産業大臣の訪問に加え、経済産業省の武藤副大

臣、西銘副大臣、平木大臣政務官等の幹部がこぞってアスタナを訪問しています。 

 経済面でも日本とカザフスタンの関係は深まっています。2017年は、我が国がカザフスタ

ンから輸入する原油が大幅に増加し、両国の貿易総額は過去最高を記録しました。 

 本日の協議会は、日本とカザフスタンの戦略的パートナーシップ構築のための４つの重点

分野について議論を行います。第１分科会「IT・デジタル分野」では、日本が得意とするIoT

の普及と活用、デジタル化による生産性の向上について報告が行われます。カザフスタンは

デジタル化を促進しており、今後、両国の協働が期待されている分野です。日本のデジタル

化政策は産業分野での生産性向上にとどまりません。医療分野や地域での人の移動など、社

会面での解決を目指しています。このため、日本で官民をあげて目指しているのはインダス

トリー4.0を超えた、ソサエティ5.0であります。 

 第２分科会「地下資源開発および資源高度利用」では、カザフスタンの地下資源開発がテ

ーマです。カザフスタンから日本への輸入は、主に原油とフェロアロイですが、それらは日

本の産業にとって不可欠なものであり、今後の安定供給を確保するための方策について議論

します。先ほど、投資・発展大臣と会談をいたしましたが、今後、具体的に数多くの鉱物採

掘案件をご提案いただけるとのことでございましたので、日本企業の方々にはぜひ積極的な

投資を検討していただきたいと思います。 

 第３分科会「エネルギー・環境保全分野」では、ガス火力発電所と熱供給設備を併設した

高効率なエネルギー利用等、日本企業が得意とする環境技術を紹介します。クリーンなエネ

ルギーの導入を目指すカザフスタンと日本は、この分野でも協力が期待されます。 
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 第４分科会の「新分野」では、医療・農業・食品加工・サービス産業について報告します。

我が国企業は、広大な農地を有するカザフスタンの農業法人に資本参加・事業提携し、生産

効率の向上・安定した収穫量の確保のための協力を行っています。また、日本企業はカザフ

スタンの合弁パートナーと漢方薬の原料となる甘草成分の抽出事業を展開しています。私も

利用していますが、甘草は日本では風邪薬や胃腸薬、化粧品等に使われています。このよう

に日本とカザフスタンには、新分野でのビジネス展開の可能性が数多く存在しています。今

回の報告を参考にぜひ、新分野でのチャレンジをしてほしいと思います。 

 今回もこの協議会のために、200名を超えるカザフスタン政府と企業の方々、80名を超える

日本企業・機関の方々に、このモダンで美しい都市、アスタナにご参集いただきました。皆

様の御経験、御知見に基づく活発なやりとりを通じ、本日の協議会が有意義なものとなるこ

とを祈念しまして、私の挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 
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＜来賓挨拶＞ 

 

バウダルベク＝コジャタエフ・駐日カザフスタン共和国特命全権大使 

来賓挨拶 

 

 カザフスタンの首都アスタナで皆様とお会いできたことを大変嬉しく思います。本日の協

議会の主催にあたり尽力してくださった関係者の皆様に心よりお礼申し上げます。 

 我が国と日本の多方面にわたる関係を推進することは、カザフスタンの外交における優先

事項のうちの１つです。カザフスタンと日本の関係の現状と展望は安定しており、ともに政

治等の矛盾がないという特徴があります。 

 2016年11月のヌルスルタン・ナザルバエフ大統領の日本への公式訪問の枠内で、両国のリ

ーダーはカザフスタンと日本の戦略的パートナーシップを新たな水準に高めるための活動を

継続することで合意しました。あわせて、中長期的な展望に向けた協力の主な方針を進める

ための確固たる意思を互いに確認しました。 

 カザフスタンに外国投資を誘致することは、ナザルバエフ大統領により課された非常に重

要な課題の１つであります。この面では、日本のビジネス界がカザフスタンで投資活動を拡

大するために必要な協力をさせていただく用意があります。 

 経済協力を実行するという意味においては、在日カザフスタン共和国大使館によって、日

本企業の幹部の皆様との交渉や会談、そしてビジネスフォーラムや展示会、報告会が定期的

に行われています。これからもこの活動を継続していきたいと思います。 

 両国の間の法的基盤が十分に機能しているとともに、協力の効果的なメカニズムが組織さ

れております。カザフスタンと日本の間で、相互利益となる貿易経済協力のさらなる深化に

向けた、カザフスタン・日本租税条約、カザフスタン・日本投資協定といった重大な文書が

発行されています。したがって産業、エネルギー、インフラ、農業といった分野での協力の

ポテンシャルを開くために、これらの協定を優先的に適用していただくことを提案します。 

 カザフスタンと日本の間の直行便の就航は二国間関係における喫緊の課題であると思いま

す。昨日、柳瀬様が仁川経由でいらしたということを聞きました。日本の皆様は色々なルー

トを使われたと思いますが、直行便があればもっとスムーズに来ていただけることを確信し

ております。直行便があることは投資の促進およびビジネスの発展に革命を与えると確信し

ております。2016年の11月に両国の航空関連の幹部らは、直行便出航のための法的基盤を整

理する旨の覚書を締結しました。現在カザフスタン側は、早く直行便が就航するのを期待し

ております。 

 投資的魅力を向上させることを目標として、カザフスタン共和国外務省により、ビザの規

制と外国の方々のカザフスタンへの渡航条件緩和に関する施策が実行されております。ご存
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知の通り、2017年１月に日本国籍の方々のビザフリー期限を延長しました。今後も、日本国

籍の皆様はビザなしで30日間カザフスタンに滞在できます。このような規制緩和政策は、両

国のビジネス関係をさらに活性化する可能性をもたらしました。例えば2017年は7,653人、

2018年の第１四半期には1,635人の方がカザフスタンを訪問しました。 

 我々は、カザフスタンと日本の経済協力関係において形成されたスペクトルの拡大傾向を

高く評価いたします。 

 本日は、皆様をオープンで建設的な対話、貿易や経済協力の今後の発展に向けたアクチュ

アルな問題の積極的な協議にご招待し、両国にあるポテンシャルの拡大を目指す提案をして

いただきたく存じます。最後になりますが、本日の協議会の成功を祈念し、私の挨拶とさせ

ていただきます。ありがとうございました。 
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川端一郎・駐カザフスタン共和国日本国特命全権大使 

来賓挨拶 

 

 ご列席の皆様、第７回日本カザフスタン経済官民合同協議会の開催を心よりお祝い申し上

げます。 

 この官民合同協議会は、2009年の10月にカザフスタンで第１回会合が開催されました。以

来、日本とカザフスタンの官民による政策対話・ビジネス交流の場として定期的に開催され、

両国政府と民間ビジネスの継続的な交流を通じて、両国の良好な経済関係とカザフスタン経

済の発展に貢献してきました。また前回の第６回協議会は、2016年11月のナザルバエフ大統

領の日本訪問時に開催されるなど、日本とカザフスタンの経済関係において、実務面に加え、

象徴的な意味でも重要な役割を果たしていると言えるでしょう。 

 アスタナ遷都20周年の祝賀のこの年に、ここアスタナで開催されるこの会合が、この10年

間の日本とカザフスタンの経済関係に新たな内容を付与する機会となることを期待しており

ます。 

 日本とカザフスタンの経済関係は、2005～2018年の間、日本からカザフスタンへの直接投

資総額が60億ドルに達し、2017年の両国間の貿易額は2016年から17％増え、13億ドルに達し

ています。日本とカザフスタンの貿易・投資部門における協力関係は堅調に推移しています。 

 2015年には、日本にとって中央アジア諸国において初めての投資協定である「日本・カザ

フスタン投資保護協定」が締結されました。 

 2018年３月１日の時点で、カザフスタンでは日系企業の54の支社および駐在事務所がビジ

ネスを行っています。日本大使館としても、カザフスタンで活躍される日本企業の皆様の支

援を引き続き行い、また、投資分野における協力を強化するとともに、両国の協力投資プロ

ジェクトが円滑に実施されるよう努力してまいります。 

 2017年10月には東京で、日本カザフスタンビジネスフォーラム「カザフスタンの投資政策

と地方における投資機会」という会議が開催されました。これはカザフスタン共和国投資・

発展省など中央機関に加え、カザフスタンの11に上る州の副知事クラスの方が参加するなど、

日本におけるカザフスタンの経済協力としては過去最大規模のものになったといえます。今

回８カ月あまりの間で、第７回日本カザフスタン経済官民合同協議会が開催されることにな

りました。日本からは、柳瀬・経済産業審議官や山添・日本カザフスタン経済委員会会長に

加え、多くの皆様からご挨拶をいただき、貿易・投資を目的として双方の関心事項について

報告、議論がなされ、分科会ではIT・デジタル分野やエネルギー・環境、医療・農業などの

新しい分野で議論が行われることになっております。 

 カザフスタンの皆様は従来の石油・天然資源に甘んじることなく、産業の多角化に積極的

に取り組んでおられます。今回の分科会でこのような多岐にわたるテーマが議論をされるこ
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とは、その取り組みの一環であり、日本企業の経験・技術が生かされ、カザフスタン経済の

さらなる発展に貢献するきっかけになります。また、これによって両国の経済の多層的な関

係の構築を促進することになることを期待いたします。 

 他方、日本企業のカザフスタンにおけるビジネス展開にあたっては、個別にはいくつかの

問題が生じていることも承知しております。ここカザフスタンにおける日本企業の円滑なビ

ジネスの遂行のためにも、カザフスタン政府におかれましては、投資家である日本企業の声

にしっかり耳を傾け、かつ問題に対して国際スタンダードに則って公正に解決していくこと

が重要であると思われます。 

 ホスト国であるカザフスタンが「日本・カザフスタン投資保護協定」に基づき、日本の投

資家に対して適切な措置をとられることを期待いたします。 

 すでにカザフスタンでビジネスを行っている日本企業は、リスクをとったパイオニアでも

あり、日本とカザフスタンの経済関係の発展に貢献してまいりました。これらの既進出企業

のさらなるビジネス展開も期待されます。同時に、カザフスタンへの進出を考えている潜在

的な投資家は、これら既進出企業の置かれているビジネス環境を注視しています。 

 今回の第７回日本カザフスタン経済官民合同協議会が、これまでにない新しいビジネスの

始まる機会となり、新たな日本企業のカザフスタンでのサクセスストーリーが誕生すること

を期待しております。ご清聴ありがとうございました。 
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＜報告＞ 

 

エシムベコフ・カザフスタン日本経済委員会会長／ 

「アルメクス」ホールディング取締役副会長 

基調報告 

 

 ご列席の皆様、日本代表の皆様、カザフスタン代表の皆様、特にカビケノフ次官、柳瀬経

済産業審議官、川端大使、コジャタエフ大使、そして本日参加してくださった皆様に心から

尊敬と感謝の意を表したいと思います。そして同じく、2015年に始まった、この合同協議会

が活気づいていくことを強調し、皆様方にご挨拶申し上げたいと思います。 

 今回は第７回目の日本カザフスタン経済官民合同協議となります。ちょうど３年前にもア

スタナで開催し、また再びアスタナで開催する機会に恵まれました。日本とカザフスタン、

二国間の経済協力関係は、非常に大きな道のりを遂げてまいりました。ナザルバエフ大統領

の日本訪問もございました。そして双方により、すでに様々な合意がなされており、特に首

脳間での合意がなされていることは、現在、経済交流として非常に重要視されているところ

であります。我々の会議の中でも重要なテーマとなっております。 

 産業分野、生産分野における協力に関しては、新たな分野が生まれてきており、これは大

変有望な協力関係とされております。例えば、IT関係が挙げられます。そしてその他の分野

においても、農業分野など、様々な分野で交流がなされてきておりますが、新たな内容が含

まれてくるようになりました。しかし、まだまだ私たちがなすべきことはあると思っていま

す。今後の発展のために、解決すべき課題もあると思っております。 

 現在、大きなポテンシャルがあることは間違いございません。経済の代表者の皆様、政府

関係者の皆様より、ただ今お話をいただきました。このような交流は、今後の両国の経済関

係を推進していくと思っております。 

 そして大使閣下からもお話があった通り、直行便の重要性も挙げられました。会議は回を

重ね、アスタナでも開催しておりますので、ぜひこのような直行便が開通できればと思いま

す。その暁には、さらに交流を推進できると思っております。 

 また改めてこの場をお借りし、外務省の皆様方、日本の大使館の皆様方に御礼を申し上げ

ます。ビザ取得の簡素化に関してご尽力をいただいております。これは大変な課題だったよ

うに思われますが、今後の経済交流・人文交流を非常にスムーズにしていくことができるも

のです。 

 本日のこの会議を通じて、双方の交流の実りに関しても確認し合い、そしてカザフスタン

側として皆様に申し上げたいのは、これからも協力促進のために尽力をつくしていくという

ことです。これまで成功を遂げてきた協力関係をさらに推進していきたいと思っております。 
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 最後に、日本の同僚の皆様へ、明日は日本のサッカーチームが対戦しますが、我々は日本

を応援しております。日本が勝ち、決勝へと進むことをお祈り申し上げたいと思います。あ

りがとうございました。 
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山添 茂・日本カザフスタン経済委員会会長／丸紅㈱副会長 

基調報告 

 

 尊敬するカビケノフ・カザフスタン共和国投資・発展省次官、エシムベコフ・カザフスタ

ン日本経済委員会会長、柳瀬・日本国経済産業審議官、ご来賓としておいでいただきました、

バウダルベク=コジャタエフ駐日カザフスタン特命全権大使閣下、ならびに川端・駐カザフ

スタン日本国特命全権大使閣下、そして第７回日本カザフスタン経済官民合同協議会にご参

加の両国政府および民間企業の代表の皆様、日本カザフスタン経済委員会会長を務めており

ます、丸紅株式会社の山添でございます。日本とカザフスタンの経済関係発展に関わる皆様

の日頃のご尽力に心より敬意を表するとともに、本日このような場で、協議会副議長として、

日本の民間セクターを代表し、発言する機会をいただきましたこと、誠に光栄に存じます。 

 さて、この度の協議会のテーマは「日本・カザフスタン戦略的パートナーシップ構築のた

めの重点分野」とされており、その目指すところは、両国が経済面において戦略的パートナ

ーシップを構築する意義と可能性につきまして、原点に立ち返って議論をし、関係発展のた

めの有望分野、ないし重要分野についての共通理解を深めることにあると認識しております。 

 この原点に立ち返るという観点から、日本カザフスタン経済委員会のこれまでの歩みを振

り返ってみますと、当経済委員の設立は、25年前の1993年12月のことで、翌94年の６月に東

京において、第１回目となる両国経済委員会の合同会議が開かれました。この時、日本側の

会長は、現在同様、民間企業の代表でしたが、カザフスタン側は当時の経済大臣が務められ、

以降日本側は民間代表の主体、カザフスタン側は政府主体という構造のもとに、経済委員会

は両国経済に関する直接的な意見交換の場として、重要な役割を果たしていくことになりま

した。 

 そして状況がさらに進展しましたのは、2008年のことで、ナザルバエフ大統領の３回目の

訪日の際に、両国の官民の関与によって、既存のメカニズムすなわち、経済委員会をより充

実させる意向が共同声明において表明されました。これを受けまして、2009年10月に、初め

ての「経済官民合同協議会」がアスタナで、第11回経済合同会議を兼ねて開催されることに

なったわけです。 

 初回の参加人数は、双方合計で約140名でしたが、回を追うごとに規模を拡大しまして、第

７回を迎える今回を含め、近年は300名を超える参加者を数えるのが通例となっております。

こうした多くのご参加を得ることができますのも、経済合同会議を兼ねた本協議会が、相互

理解の促進やビジネスの推進に役立つと、皆様からのご評価をいただいたものと自負してお

ります。 

 しかし一方で今回の協議会において改めて、基本ともいえる「パートナーシップ構築のた

めの重点分野」がテーマとして掲げられていることが示す通り、現在、両国の経済関係には
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若干の停滞感、ないしは閉塞感が偏っていることも事実かと思われます。 

 国際エネルギー価格の下落を背景に、2015年より２年連続で大幅に縮小した日本とカザフ

スタンの貿易は2017年に前年比でほぼ倍増し、総額約15億ドルと、過去最高を記録しました。

しかし、増加に貢献いたしましたのは、従来通りフェロアロイや石油といったカザフスタン

からの資源の輸入であり、二国間のビジネスの新しい進展があったとは言い難いものがあり

ます。 

 日本カザフスタン経済委員会の現状といたしましては、会員の顔触れは10年以上にわたり

大きな変化はなく、会員数も十数社のまま、安定しているとも申せましょうが、新規入会の

ないままの状態が続いています。こうした現状は必ずしも悲観すべきものではありませんが、

両国関係の将来にわたる持続的発展という観点からは、我々は満足いくものではないと考え

ております。 

 一方、経済官民合同協議会という枠組みにおいては、新たな話題、例えば前回の協議会で

EXPOに関連してカザフ側から提案されました観光や運輸、あるいは医療、農業といったテ

ーマへの対応が課題となってまいりました。これらのテーマが今まであまり取り上げてこら

れなかったのは、必ずしも日本とカザフスタン共通の関心事項ではなかったためと考えられ

ますが、双方の関心やニーズをすり合わせ、新しいテーマ、新しい有望分野に柔軟に取り組

む体制と方針を構築していくことにより、本協議会が二国間経済関係に新風を吹き込む有効

なツールとなると期待しております。 

 さて、第４次産業革命に向かう世界経済の潮流の中で、新しいテーマといえば「デジタル・

エコノミー」であり、今回の分科会テーマの１つともなっております。当社は分科会におき

ましてもお話しする機会をいただいておりますことから、最後に少しカザフスタンにおける

当社の取り組みについてご紹介したいと思います。 

 丸紅は1993年に最初の出張所をアルマティに事務所を開設しました。カザフスタンでの活

動は今年、25周年を迎えております。その間、カザフスタンの関心やニーズに向き合い、ア

スタナ空港建設へのEPC参画、アティラウ製油所の改修、ハラサン・ウラン鉱山への出資参

画、およびウラン生産のための硫酸工場の建設・出資など、カザフスタンのインフラ、エネ

ルギー分野において多くの実績を築いてまいりました。 

 現在、当社はアルマトィ市におけるPPP方式によるLRTプロジェクト実現に向け、取り組み

中でございます。建設・運行・保守・資金調達のみならず、デジタルインフラも含め、LRT

を街づくりの一環と捉え、快適な生活を提供したいと考えております。 

 省エネルギー、クリーン燃料発電分野においても、ガス・電気・熱をとりまく様々な分野

で貢献したいと考えております。 

 石炭焚き熱供給所のガス化や工業団地・住居コンプレックスや経済特区での熱電供給事業

に関しましては、第３分科会で当社と共に取り組んでおります川崎重工殿のガスタービン発
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電装置のご紹介をさせていただきます。これからも日本カザフスタン経済委員会会長として

頑張る所存ですのでよろしくお願いいたします。ご清聴ありがとうございました。 
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タスジュレコフ・トルケスタン（旧南カザフスタン）州副知事 

報告 

 

 皆様こんにちは。トルケスタン州を代表し、参加者の皆様にご挨拶申し上げます。本日の

会議は、両国のビジネス界の協力を促進する重要な機会になると思います。 

 2018年６月19日の大統領令により、南カザフスタン州は「トルケスタン州」へと名前を変

え、州都は、長年に渡りカザフ・ハン国やテュルク世界の政治的・精神的中心都市であった

トルケスタンへ遷都されました。国際輸送回廊に沿った有利な位置にあるトルケスタンのポ

テンシャルは、無限の可能性として州の社会経済の発展に貢献するでしょう。 

 気候温暖なトルケスタン州は、カザフスタンで最も人口が集中した地方の１つで、州の人

口は200万人となっています。 

 トルケスタン州は現在ダイナミックな発展を遂げており、高い経済ポテンシャルを有して

います。また中国・東アジア・中近東をつなぐルートの交差点に位置し、輸出産業や国境貿

易にとって良い条件が整っています。州の半径1,000km以内に７つの国の首都が存在してお

り、トルケスタンはカザフスタン南部のゲートウェイとして重要な役割を担っています。 

 州では積極的な投資促進措置が実施されており、投資環境は地元企業や外国投資家にとっ

て魅力的なものになっています。地域開発のための効果的なシステムも整備され、投資誘致

だけでなくプロジェクト始動までの全面的なサポートも行われることになりました。 

 結果として、2017年の累積投資額は4,820憶テンゲとなり、カザフスタンの他の地方を上回

る成果を上げました。投資のおよそ60％は中小企業によるもので、製造業への投資は1,290億

テンゲ、対前年比2.5倍増となりました。中小企業の活動は大変活発で、12万4,000社が登記さ

れており、商業、農業、工業、建設業、建材製造業で活動しています。 

 州では26のプロジェクトの外国資本の参加による実施が計画されており、総額は48憶ドル、

新規雇用として１万人の雇用が見込まれています。このうち12件のプロジェクト、総額21憶

ドル分はすでに実施中です。今回の会議で、これまで25年間積み重ねてきた両国の協力関係

がさらに発展すること期待しています。 

 第４次産業革命への新たな可能性、また優先的な投資プロジェクト実施の分野として、革

新的技術の導入、資源ポテンシャルのさらなる発展、個体廃棄物の処理、農産物加工業の発

展と当分野への技術移転の促進、輸送ロジスティクス分野の効率向上のためのスマート交通

システムなどの導入が検討されています。 

 国家投資政策や革新的生産発展プログラムの実施も進んでおり、ここでも経済の優先分野

が指定されています。国の投資戦略にしたがって11の主要対象国を定めており、投資の受け

入れを促進することにしています。対象国の中にはもちろん日本も入っており、戦略的、友

好的な信頼関係を築くことができています。 
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 州の経済は多様化しています。経済の60％は製造業にあたり、決して資源輸出だけに依存

しているわけではありません。 

 現在、国の工業発展プログラムの５分の１はトルケスタン州で実施されています。州では

投資プロジェクトを成功裡に実施するための条件が整っています。第一に、法的な投資優遇

策が取られており、投資助成費などが提供され、税や関税の免税措置、土地の無償提供など

が行われています。第二に、９つのインダストリアル・ゾーンがあり、インフラが整備され

た区画が提供されています。第三に、30日間まで日本市民はビザなしで滞在することができ

ます。外国人労働者雇用について、ビザと移住に関する法的サポートも行われています。そ

して第四に、州の行政府は特別金融機関を設置しており、300万ドルまで共同投資を行うこと

ができます。 

 投資促進強化を目的として、2017年に国営企業のカザフインベストが創設されました。同

組織は各投資プロジェクトを、考案段階から生産まで全期間にわたりサポートすることにな

っています。カザフインベストの地方支部の仕事としては、外国投資家に窓口を一本化した

ワンストップ・サービスの体制で協議や認可などのサポート、また地元プロジェクトのデー

タベースを提供することなどが挙げられます。 

 皆様ご存知の通り、世界では高品質な食料品への需要が日毎に増大しており、確かな質と

安全性が厳しく要求されています。こうした背景の中、カザフスタンにとって新しい市場と

なりうるのは、中国、イラン、ロシア、ベラルーシ、中近東諸国等です。 

 最近、オランダの大使がトルケスタン州を訪問され、同州は大変良い気候条件であること、

またオランダ等の小さな国でも農産物・工業分野で非常に大きな成果をあげているという話

を伺いました。カザフスタン政府のプログラムでは、農産物や畜産分野での効率性を向上さ

せること、野菜および畜産の生産をそれぞれ30％、40％増加させることが定められています。

歴史的に州では農業が発展し、過去３年間で瓜やカボチャ類が毎年100万ｔ生産されており、

またカザフスタンの温室栽培の90％は我が州で行われています。綿花の100％、ブドウやウリ

科野菜の70％がトルケスタンで生産されています。 

 またトルケスタン州は文化的にもユニークな特質を有しており、観光業発展の大きなポテ

ンシャルを秘めています。州には歴史的な名所、古代の遺跡、建築アンサンブルが位置して

おり、昨年は27万人の観光客が訪問しました。ホジャ・アフマド・ヤサヴィー廟はユネスコ

の世界遺産のリストに登録されています。また、バナジウム鉱泉であるサルイアガシ温泉も

あり、25のリゾート地におけるホテル稼働率は80％を超えています。 

 地下資源の開発、農業、工業化のプログラム、軽工業の分野、観光業において、日本企業

の皆様に参加していただきたいと思っています。日本企業は革新的なデジタル技術をもって

おり、IT分野での共同プロジェクトにも期待しています。７月１日からは地下資源法が実施

され、一番早く登記した者が開発の権利が得られるという原則が実施されます。是非日本の
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皆様にも活発な参加をお願いしたいと思っています。 

 また、核軍縮、核不拡散、原子力平和利用の分野では、カザフスタンと日本は同盟国にあ

ります。この分野での二国間の互恵的パートナーシップの代表例として、我が州に本社を置

くカザフスタン・日本の合弁企業「APPAK」社によるウラン採掘活動が挙げられます。 

 最後になりますが、2017年10月末に東京で行われたフォーラム等でも私達の関係が前進し

たことに鑑み、今回の会議も両国ビジネスの新たな関係づくりのステップとなることを祈念

しています。また中小企業同士の協力拡大にも、今日の会合が大きく貢献することを期待し

ています。ありがとうございました。 
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小杉俊行・日本カザフスタン経済委員会副会長／伊藤忠商事㈱顧問 

報告 

 

 ただいまご紹介にあずかりました伊藤忠商事顧問の小杉です。日本カザフスタン経済委員

会の副会長を務めています。 

 本日の全体会合のテーマは「日本・カザフスタン戦略的パートナーシップ構築のための重

点分野」ですが、弊社のカザフスタンでの業務活動を紹介しながら、その点について触れて

参りたいと思います。 

 伊藤忠は、1993年1月にアルマトィに事務所を開設して以来、四半世紀にわたって、カザフ

スタンで業務活動を行っています。ここアスタナにも2008年３月に事務所を開設し、すでに

10年が経過しました。 

 アルマトィ事務所開設当初はODAプロジェクト中心の業務で、IHI様が施工されましたセ

ミパラチンスク市の「イルティシュ川吊り橋案件」がその代表例です。その後、ビジネス分

野の多角化を図り、特にウラン精鉱については、日本企業の中でいち早く2002年から引き取

りを開始しました。2005年には、カザトムプロム向けに6,000万ドルの融資買鉱をアレンジし、

長期にわたりウラン精鉱を引き取って参りました。現在は個別の契約に基づくウラン精鉱の

引き取りに移行していますが、カザトムプロムとは今後も関係拡大を図って参りたいと存じ

ます。 

 そのほか現在、ウラン以外の鉱物資源のカザフスタンからの輸出、あるいは機械設備、石

油化学品や繊維などのカザフスタンへの輸入に取り組んでいます。2017年からは、ユニ・チ

ャーム製の紙おむつ「ムーニー」のディストリビューションを伊藤忠が行っています。 

 このように、伊藤忠はカザフスタンで様々なビジネスを展開してきましたが、世界全体で

ビジネスが新時代を迎え、またカザフスタンの投資環境も大きく変化してきている現在、新

たな取り組みが求められていると思います。 

 日本とカザフスタンの間の戦略的パートナーシップ構築のための重点分野については、本

日午後の４つの分科会で、より掘り下げた形で具体的な取り組みのご紹介がなされると思い

ます。したがって、ここでは、伊藤忠の経験に基づいて、今後の日本企業による協力の可能

性と課題について考えていることをお話ししたいと思います。 

 協力の可能性の１つ目はIT・デジタル分野です。この分野は、前回アスタナで行われた第

５回経済官民合同協議会以降の３年半余りの間に、世界的に最も変化が激しかった分野で、

多くの可能性を秘めています。伊藤忠でも、今年度から2020年度までの３年間の中期経営計

画で、「いざ次世代商人へ」というスローガンの下、次世代型のビジネスを追求しています。

人々の価値観や生活環境の変化に対応して、IoT、AI（人工知能）、ビッグデータ等の新技術

を大胆に取り込んだ新しいビジネスの開拓です。カザフスタンも2017年、新たに「デジタル・
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カザフスタン」という国家戦略を発表し、国民の生活の質の向上を目指して次世代の国づく

りに取り組んでいます。両者の戦略の方向性は一致しており、今後、多くの方面で具体的な

協力関係を構築していきたいと思います。 

 ２つ目は、地下資源分野での取り組みです。カザフスタンでは、政府が主導して有機化学

と無機化学に関する壮大な発展計画を策定しています。現在、カザフスタンで生産されてい

る原油は、大半がそのまま輸出に回されています。この原油を国内で精製・加工して様々な

石油製品を製造するフローを拡大・発展させることが重要だと思います。鉱物資源について

も原材料のまま輸出するのではなく、肥料等の付加価値を高めた製品にして輸出することが

望まれます。これらに必要な化学プラント建設では、十分なフィージビリティ・スタディ、

フロントエンド・エンジニアリング・アンド・デザイン、施工管理が重要な鍵を握ります。

日本企業は、国内外で数多くの化学プラントを手掛け、外国の事業者から厚い信頼を得てい

ます。国際協力銀行や日本貿易保険による公的金融の支援も得て、カザフスタンの有機・無

機化学の発展計画の実現に貢献していきたいと思います。 

 ３つ目は、新エネルギー・再生可能エネルギーの分野です。この分野では、ここ数年間に

日本企業がカザフスタンで事業を行う環境が整ってきました。太陽光発電、風力発電、地熱

発電などのクリーンエネルギー事業を、外資を含む民間事業者が行うにあたっては、フィー

ドインタリフの整備が欠かせません。この点、カザフスタンでは、スピード感をもって制度

改善がなされ、例えば売電料金については、通貨テンゲの下落リスクを限定する価格体系が

導入されました。これは事業投資を行う外国企業にとっては重要なポイントで、日本企業も

この分野に参入しやすくなったと思います。 

 ４つ目は、加工業と小売業です。これらは、いずれも消費者市場を対象にしているという

共通点があります。カザフスタンには、比較的低コストで良質な労働力が存在しますので、

カザフスタンを「加工の中心国」とすることは日本企業にとっての１つの選択肢だと思いま

す。課題は、消費地としてカザフスタンを見た場合に、人口1,800万人程度の市場規模は決し

て大きいとは言えないことです。若年層が多く、人口増加率が高いというのは、例えば子供

向け等、一部の商品にとっては大きな魅力ですので、この分野での市場開拓は１つの可能性

です。しかしながら、それ以上に重要なのは、約6,000万人の人口を抱える中央アジア地域全

体や、関税ゼロでの輸出が可能なロシアを始めとするユーラシア経済連合諸国をカザフスタ

ン製品の市場に組み入れ、あるいはカザフスタンでのビジネスモデルの展開先としていくこ

とです。これによって、加工業も小売業も十分収益性が高いものになると思います。さらに

は、中国西部から材料を輸入してカザフスタンで加工し、それを中国西部に逆輸出すること

も検討でき、これによってますますビジネスの拡大が期待できます。そして、市場が大きく

なれば、最初に触れたIT・デジタル分野での先端技術を加工業・小売業に応用する可能性も

広がっていくと思います。 
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 今回の分科会のテーマには必ずしも挙がっていませんが、運輸・物流インフラについても

簡単に触れておきたいと思います。カザフスタン政府は、「シルクロード経済ベルト」と「ヌ

ルリ・ジョリ」の連携を進めています。日本政府は、「中央アジア地域内の連結性を強めるこ

とが地域の発展に役立つ」との考えから、2017年５月の「中央アジア＋日本」対話・第６回

外相会合で、「運輸・物流協力イニシアティブ」を打ち出しました。 

 カザフスタンは中国から欧州への重要な通り道に位置しますが、運輸・物流インフラはカ

ザフスタンを単なる通過国にするものではありません。カザフスタン自身が運輸・物流イン

フラを活かして流通コストを下げ、競争力を高めていくことで、そして中央アジア地域がよ

り大きな１つのマーケットに統合されることで、産業の多角化につながっていきます。日本

政府は「質の高いインフラパートナーシップ」を掲げ、日本企業によるインフラ輸出を推進

しています。日本企業による、耐久性やライフサイクルを通してのコスト軽減にも着目した

インフラ整備は、受入国の裨益にもつながりますので、この点でも協力関係を強化していき

たいと思います。 

 最後に、これら重点分野での事業を行うにあたって不可欠なファイナンスについて触れた

いと思います。カザフスタンは、政府には石油収入による潤沢な資金がありますし、投資適

格の格付を活かして対外資金調達も可能です。したがって、国家として戦略的に重要なプロ

ジェクトや外部経済の大きいインフラプロジェクトについては、ソヴリン・ベースのファイ

ナンスを活用することが効果的です。 

 「官」が関与するファイナンスとしては、PPP方式も考えられます。2018年２月、アルマ

トィの環状道路プロジェクトのコンセッション契約が締結されました。外資を誘致した、カ

ザフスタンで初めてのPPP方式によるプロジェクトですが、カザフスタン政府が10年がかり

でPPP関連法を整備することで実現に至ったものです。今後もプロジェクトごとに官民で適

切なリスク分担を行うことで、PPP方式は運輸部門だけではなく、電力、廃棄物処理等のイ

ンフラプロジェクトのファイナンス手段になりうると思います。日本企業は東南アジアや中

東において多くのPPP方式によるインフラプロジェクトを実施してきており、ここカザフス

タンでも日本の経験、人材、技術および資金を活用した取り組みができると思います。 

 また、産業多角化を進めていくためには、中小企業を含め民間の活動をファイナンス面で

支えていく必要があります。この点では、カザフスタンの地場銀行の果たす役割が２つの意

味で重要です。１つには、その信用力を活かして民間企業に代わって長期の対外資金を調達

することです。もう１つは、その審査能力を活かして効率的な資源配分を実現することです。

カザフスタンの金融部門は、長年にわたって不良債権問題を抱え、その機能が十分に発揮さ

れてきませんでした。カザフスタン政府・中銀が金融部門の健全化に注力してきた結果、そ

の成果が現れ始めていますが、さらなる金融部門の強化に期待したいと思います。 

 「アスタナ国際金融センター」の発展にも期待がかかります。英国法を採用したこの金融



32 
 

センターに外国金融機関が進出することで、クロスボーダー取引に対するファイナンスを含

め、金融の活性化、さらには広くビジネスに関する情報交換の活発化につながります。 

 以上のように、個々のケースに応じて適切なファイナンスを活用することによって、重点

分野での様々な事業、プロジェクトを実現させ、日本とカザフスタンの戦略的パートナーシ

ップ構築に結び付けていきたいと思います。引き続きカザフスタン政府・政府機関および民

間企業の方々のご支援・ご協力をお願い申し上げます。ご清聴ありがとうございました。 
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ムルザベコフ・AO国営「カザフスタン・テミル・ジョリ 

（KTZh／カザフスタン国営鉄道）」統合･対外政策局主任マネージャー 

報告 

 

 今回の会議にご参加の皆様に対して、私個人より、またカザフスタン・テミル・ジョリよ

り、歓迎の意を表したいと思います。 

 カザフスタン・テミル・ジョリは、あらゆる種類のコンテナターミナルおよび幹線の交通

インフラのオペレーションを行う国営輸送物流ホールディングです。 

 中国の「一帯一路」、そして我が国の国家プログラム「ヌルリ・ジョリ」の枠組みにおいて、

我々はユーラシア大陸の輸送回廊の再編と多様化を推進しています。現代における通商と生

産需要の発展を鑑みれば、我々の事業は非常に時宜を得たものだと言えるでしょう。 

 2017年、中国とEU、中央アジア、コーカサス、トルコ、中東、インドとの貿易取引高は8,600

憶ドルとなりました。そして2020年には、この貿易取引高は１兆2,000億ドルに上ると見込ま

れています。そのうち、中国とEUの貿易は8,000億ドルになるとされています。 

 ８～９年前までは、中国とEUの貿易貨物輸送の97％は海運でなされていました。平均40

日間をかけて中国からヨーロッパへ貨物が輸送されていました。 

 近年、ハイテク製品の貿易が拡大すると、中国からヨーロッパへのより速いトランジット・

コンテナ鉄道が重要になりました。そこでカザフスタンは、有利な地理的条件、そしてユー

ラシア最大市場の中にあるという条件を鑑み、2011年より中国から欧州へのコンテナ輸送を

開始しました。最初の年の輸送量は1,100コンテナでしたが、2017年は20万TEUになりました。

EUと中国の貿易取引における陸路利用の割合が２％まで増大し、そのうち70％がカザフスタ

ン経由のルートでした。 

 カザフスタンを国際物流チェーンに統合するため、国家主導で良好なインフラ条件を構築

しています。2008～2017年に、大規模な輸送インフラの近代化が相次いで実施され、2,500本

の新しい鉄道が建設されました。さらに車両が刷新され、国境沿いの駅やカザフスタンのカ

スピ海沿岸に位置する港の輸送能力も向上しました。 

 カザフスタン輸送物流インフラへの累積投資額は300憶ドルに上ります。また、政府によっ

て輸送物流インフラと公共施設発展を目的とした特別制度が設けられています。その例とし

て、税・通関の優遇、また出入国管理やビザ制度、外国人就労手続きの簡素化などが挙げら

れます。 

 このように、カザフスタンには輸送部門におけるビジネス発展のためのインフラ制度がす

べて整備されていることがお分かりいただけたでしょう。こうしたことは、カザフスタンが

世界銀行のDoing Businessの格付けで190カ国中36位にランキングしている事実からも証明さ

れています。さらに、Logistics Performance Indexでは77位であり、CIS諸国の中で最も高い評
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価を受ける国の１つとしてみなされています。 

 運輸・物流分野における魅力的な点について、投資家の皆様に詳しく説明しましょう。 

 まず、自由経済特区の「ホルゴス・イーストゲート」についてです。これはカザフスタン

と中国の国境沿いにある経済特区であり、入居企業はそこで製品を生産し、そしてユーラシ

ア経済同盟および中国の市場で販売することが可能になります。またこの特区には129.8haの

ドライポート、224.9haの物流ゾーン、そして224.4haの工業ゾーンが設けられています。 

 経済特区内のインダストリアル・ゾーンにあるインフラ設備はすでに完備されており、食

品産業、農業製品の加工、繊維・化学産業、機械設備、金属加工などを優先産業分野として

誘致しています。 

 この経済特区の特徴として、中国東海岸の連雲港と中央アジア、欧州、コーカサス、トル

コ、イランを結ぶコンテナの定期輸送によって統合されたドライポートの存在が挙げられま

す。2017年には、ホルゴス・イーストゲートのドライポートにおけるコンテナ取扱量が前年

比2.1倍増の９万3,000コンテナとなりました。 

 経済特区「ホルゴス・イーストゲート」における効果的なビジネス環境構築のため、世界

的なターミナルオペレーターのDP World社をはじめ、HP、DHL、John Deerなどがホルゴス・

イーストゲートのロジスティクスチェーンに統合されました。これは、カザフスタンのイン

フラを経由した国際ロジスティクスの質と効率性が確証されたことを示しています。 

 また、特区内のロジスティクスプロセスのデジタル化も大きく注目されています。現在、

貨物倉庫管理システムおよびデータ加工センター「Nomad」の導入を行っています。これら

は、コンテナターミナルのオーガナイズから貨物倉庫管理までのプロセスをシステム化する

ものであり、通関管理と電子政府システムとともに統合されることになります。こうした措

置を実施し、「ホルゴス・イーストゲート」経済特区を通過する貨物量を、2020年までに1,000

万ｔまで到達させたいと思っています。 

 最後に、国際国境協力センター「ホルゴス」についてお話したいと思います。これは中国

との国境沿いに位置しており、国際貿易とビジネスの交流、文化、学術交流、観光の拠点と

なりうるものです。同センターはカザフスタンゾーンと中国ゾーンから成り、カザフスタン、

中国、そして第三国の国民が自由に移動、また30日間までビザなしで滞在することができま

す。2017年には390万人が同センターへ訪問しました。そのうち170万人がカザフスタンゾー

ンを訪れており、前年比65％増となりました。 

 今日、国際国境協力センターには必要なインフラが全て整備されています。１万㎡の土地

が活用され、域内には商社、社会施設、娯楽施設、ビジネスインフラ施設があります。現在、

同センターのカザフセクションの発展に向けて、国際郵便交換局の設立を含めた22件のプロ

ジェクトが実施されています。センターへの投資額は合計26億ドルであり、予想訪問者数は

2020年までに860万人に上ると見込まれています。 
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 以上より、今日カザフスタンにおいて良好なインフラと制度的条件が投資家の皆様のため

に整備されているということがお分かりいただけたと思います。カザフスタンはユーラシア

同盟圏におけるビジネスへの入り口となっています。ぜひ日本の投資家の皆様に積極的に進

出していただきたいと思います。我々は皆様と常にオープンに話し合いをしていく準備があ

ります。ありがとうございました。 
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タスマガムベトフ・AO国家福祉基金「サムルク・カズィナ」民営化・資産再編局長 

報告 

 

 本日は皆様に国家福祉基金「サムルク・カズィナ」で現在行っている民営化および資産再

編化についてお話ししたいと思います。サムルク・カズィナは700憶ドル規模の資本を有し、

政府が主にこの株式をもっています。2016年から再編活動に入り、900以上の企業を対象に民

営化を行ってきました。このうちの200社がすでに民営化を終え、サムルカ・カズィナの傘下

に入っています。うち40社ほどが大企業、約160社が中小企業です。2016年から資産再編を開

始し、作業の約70％はすでに終了しています。 

 民営化によって大きな資金を得ていますが、我々の主要な資産は多様です。今ご覧になっ

ていただいているのは、我々が国営企業として参画している９企業（カザフスタン鉄道、カ

ザフスタン郵便、サムルク・エネルゴ、QAZAQエア、タウケン・サムルク、カザトムプロム、

カザフテレコム、カズムナイガス、エア・アスタナ）についての情報です。IPOもしくは直

接的な売買という形で民営化を行います。基金のルールにより、カザフテレコム、カザトム

プロムなどが今後一部のIPOの対象となります。マクロ経済指標等を参考に、2018～2019年

にかけて様々な告知が行われていく予定です。 

 2019年の戦略投資計画では、サムエク・エネルゴ、タウケン・サムルク、QAZAQエアが、

2020年にはIPOシステムを使用し、カザフスタン郵便、カズムナイガスなどがその後対象と

なっていきます。25％までの株式はサムルク・カズィナ内部に留まることになります。この

９企業につきましては、これから交渉を行っていく準備段階にあるわけですが、今後も我々

の方から告知を行っていきます。 

 サムルク・エネルゴ社については、コントロールパッケージによる戦略投資家への100％売

却も検討されています。同社は現在25％という非常に大きな市場シェアをもち、石炭や石油

等の主要エネルギー分野だけでなく、代替エネルギーや風力エネルギー等の新しいエネルギ

ーを対象とした事業も行っている企業です。 

 QAZAQエアにつきましては、第一段階にあり、今後計画を進めていくわけですが、ぜひ今

後、外国投資家の皆様の投資対象にしていただきたいと思いますので、ご関心があれば覚え

ておいてくだされば幸いです。 

 カズモルトランスフロートに関しましては、2019年に第２段階の入札を行います。第１段

階はすでに終了しておりますが、最終的な決定に至らなかったため、現在も皆様に参加を呼

び掛けております。ご関心をお寄せいただければ幸いです。同社は海洋輸送の企業で、カス

ピ海から地中海の輸送を扱っております。 

 そのほか、100％の株式が対象となっているところもあり、対象としているものには教育機

関もございます。石油・ガス分野の技術的な教育を行っているアルマトィの大学や、不動産
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も対象です。これも皆様のご関心の対象になるのではないでしょうか。また、アクトベ空港、

アティラウ空港等、地方の空港、空港のオペレーション会社等もございます。アルマトィ空

港に比べると地方都市の空港は規模が小さいですが、皆様がご存知の通り、これらの都市は

石油産業の中心都市であり、非常に大きなメリットがあります。その意味で、プロジェクト

として非常に大きなポテンシャルをもっています。 

 戦略的展望としては、中小企業に対する様々なプロジェクトも行っています。民営化プロ

グラムの中には様々な課題プロジェクトがあり、その１つに民間資金と国家資金のマネジメ

ントの向上というものがあります。そのほか、伝統的な産業以外にも新分野の産業も対象に

しています。マネジメントの透明性や、様々な国際社会のレベルにあったものを提供すると

いう保障のもと、このような新しい課題を設定しています。 

 テクノロジーのノウハウについても非常に重要視しています。日本企業の皆様から多くの

経験を教えていただかなければなりません。投資家の皆様には、今申し上げたような様々な

パッケージの他にも、カザフスタンの検討をしていただく際に、ぜひ地理的な利点を考慮し

ていただきたく思います。ユーラシア大陸の中央にあること、また中国とのアクセスの良さ

は非常に大きな利点です。特に、当基金はカザフスタン政府の大々的な支援を受けており、

優遇措置等、様々な施策が準備されていますので、ご活用いただきたいと思います。インフ

ラ面でのアクセスも非常に大きな魅力です。 

 民営化の実施方法として、IPO以外の方策についても、また戦略的なパートナーシップの

構築についても積極的に考えてまいります。我々は対話に対して、いつもオープンです。今

回のこのプレゼンテーションを機に、具体的な民営化プロジェクトに参加していただけるこ

とを期待しています。ありがとうございました。 
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ダウレトフ・アスタナ国際金融センター代表 

報告 

 

 協議会参加の皆様を心より歓迎申し上げます。私にとって、日本は特別な存在の国です。

３回ほど日本に研修で行ったことがあり、非常に貴重な経験ができたと感じております。 

 本日はアスタナ国際金融センターの代表として参りましたので、主にイニシアチヴプロジ

ェクトについて、皆様にご紹介したいと思います。このイニシアチヴプロジェクトは近年、

非常に重要なプロジェクトになっています。 

 カザフスタンは面積が広く人口が少ない国で、石油輸出国です。もともと、このアスタナ

国際金融センター設立についての決定は、2015年に大統領令によってなされました。そして

先般、具体的な法律が立案・実行され、委員会が設置されました。同委員会の会長はナザル

バエフ大統領ですが、理事長は各担当大臣であり、委員会にはJPモルガン等の世界的な金融

機関、そしてグレフ・ズベルバンク会長も参加しています。 

 2015～2016年にカザフスタン政府と国家銀行の間で協力に関する覚書が締結され、同プロ

ジェクトの推進について合意がなされました。皆様はご存知かと思いますが、アスタナ国際

金融センターが独立機関として、カザフスタン国内に設立されました。 

 アスタナ国際金融センターはトップにある議事会、および委員会によって管理されます。

また独立機能をもつ機関ですので、特別な独立した事務局と、金融規制サービスを行うため

の組織をもちます。裁判所、仲裁センター、グリーンテクノロジーセンター、人材育成セン

ター等も入っています。仲裁センターの裁判官は、2017年にナザルバエフ大統領によって指

名されましたが、彼らはもともと裁判所で勤務していた現役の裁判官であり、英国の法律に

基づいて裁判を行うことができる専門家です。 

 様々なプロジェクトが現在カザフスタンで行われていますが、このプロジェクトの支援を

することが我々、金融センターの役割です。その戦略的な方向性としては、資本市場、資産

管理、アセットマネジメント、福祉管理、イスラム金融、フィンテック、ウィーン金融・グ

リーンファイナンスというものがあります。入居企業に対し、特別な外貨管理、簡素化した

査証手続き、英語の公用語化等、特別な優遇措置を導入する予定です。また、金融サービス

を行う企業に対しては50年間までの免税、また従業員の付加価値税、所得税も50年間免除す

ることが検討されています。 

 また、オープンスカイ協定は金融センターにとって非常に重要です。アスタナと世界的な

大都市との直接航空輸送ができる協定であり、すでにロンドン、パリ、ソウル、バンコクな

どのセンターと直接の航空ルートがあります。現在、東京も含めアスタナからの直行便が検

討されており、近いうちに実施できるよう期待しております。 

 法律基盤についても、少しお話をしたいと思います。2017年にカザフスタン共和国憲法に
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アスタナ国際金融センターに関する特別な章が追加されました。センターを特別な法律に基

づいて活動できる組織とすることが目的です。センターは共和国憲法によって設立されまし

たが、管理は国とは関係なく、英国法に基づいて行われます。シンガポールやロンドン、ト

ロントといった金融センターと同様に、投資家がよりビジネスを行いやすくすることで、カ

ザフスタンの魅力を高めたいと思っています。 

 法律基盤整備のほか、私がちょうど担当しているフィンテック、仮想通貨といった新しい

ツールを採用し、ファイナンステクノロジーにも注力していきます。今年の夏～秋に法律の

改正・施行がなされる予定です。同様の法律はすでに日本にも存在していますので、日本の

金融機関との密接な関係を続け、仮想通貨のベストプラクティスを学びたいと思っています。 

 ７月５日にはアスタナ国際金融センターの公式オープンセレモニーが行われます。３～５

日にわたって「アスタナ・ファイナンス・デイ」として様々なイベントが行われます。世界

各国の首脳、そして様々な外国企業の方が招待されます。皆様にもぜひいらしていただけれ

ばと思います。ありがとうございました。 
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＜議長総括／閉会＞ 

 

協議会カザフスタン側議長 カビケノフ投資・発展省次官 

総括コメント 

 

 最初に申し上げましたように、カザフスタンが日本のビジネス界にいかにその魅力を伝え

られるのかが重要だと思っております。両国の関係が順調に進んでいるということで大変嬉

しく思っておりますし、川端・駐カザフスタン共和国日本国特命全権大使、そしてバウダル

ベク＝コジャタエフ駐日カザフスタン共和国特命全権大使のおかげだと思います。 

 2017年のフォーラムや本協議会を含め、様々なビジネスフォーラムや会議を重ねてきまし

た。大変大きなダイナミクスを見てとれ、各会議において日本の皆様方からも大変積極的な

ご意見をいただいております。 

 貿易・経済関係も伸びており、輸出入の構造を見ても、約46の品目をカザフスタンは日本

に輸出することが可能となり、日本からの輸出、さらに第三国への輸出も可能となると思い

ます。また馬肉など、カザフスタンの非常にユニークな畜産物の輸出についても現在交渉を

進めているところです。農産品について相互の輸入を促進していくための様々な措置が取ら

れております。 

 対外商工会議所におきましては、2017年は代表団の派遣等でJETROやROTOBOのご支援を

得ることが出来ました。大変感謝しております。 

 2017年は再生可能エネルギーをテーマとしたアスタナ万博がありました。再生可能エネル

ギーの分野で大変重要な法律が採択され、現在、関連の入札も行われております。2050年ま

でに再生可能エネルギーを50％まで増加させるため、毎年１GWずつ再生エネルギーによる

電力発電を増やしていくことを計画しております。長期契約を結び、フィックスした価格で

の買い付けを行うことも検討しております。 

 必要なインフラ等を整えていくということも非常に重要だと考えています。日本は再生可

能エネルギーの分野では非常に進んだ国でいらっしゃいますので、協力ができれば幸いです。 

 輸送分野についてもセミナー等を行ってまいりました。カザフスタンはシルクロードの上

に位置する国ですので、日本政府のご支援も得て、輸送分野を発展させていくための現代の

シルクロード形成のためのプロジェクトを進めていければと思います。日本の港からカザフ

スタンを経て、様々な地域に物を運ぶことが可能になっていくと思います。政府間の合意、

また中国とも合意をし、輸送料金等の価格形成を適切にしていくことによって、大きな飛躍

が見られることになると思います。 

 鉱山・採掘分野におきましても、新たなコークが今後、入札にかかってきます。これまで

JOGMEC等にも大変ご協力をいただき、カズジオロジーも積極的に活動し探査活動を行って
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おりますので、非常に有望であると言えます。 

 また、サムルク・カズィナは投資家にとって非常に大きな可能性のある民営化計画をもっ

ております。我が国の経済の安定性、将来性をみた場合に、日本の皆様にも大きなビジネス

の可能性を開くものであると思いますので、民営化プロセスにもぜひ注目していただければ

と思います。現在、様々な投資家の方から注目を浴びています。 

 これまでカザフスタンと協力してくださった皆様、これまで素晴らしい関係を築いてきた

日本企業の皆様方が、私たちの国のさらなる発展に関与してくださいますよう、私たちは日

本の文化、日本の風習に非常に大きな尊敬の念を抱いております。 

 最後にもう一度、本日の報告者の皆様方にお礼を申し上げるとともに、全面的な協力をい

ただいている皆様に感謝を申し上げたいと思います。政府間の協議会も、柳瀬経済産業審議

官のおかげをもちまして大変充実したものになっております。この後分科会が行われますけ

れども、実りある報告が行われますよう、そして今日の終わりには今日の成果をお互いに振

り返り、幸せな会であったと言うことができるように、皆様のご成功をお祈りいたします。 

 今後の関係発展を祈念し、あいさつに代えたいと思います。ありがとうございました。 

 

 

協議会日本側議長 柳瀬唯夫・経済産業審議官 

総括コメント 

 

 本日はバウダルベク=コジャタエフ大使、ならびに川端大使、日本・カザフスタン政府の

方々、両国官僚の方々においでいただきまして、大変貴重なお話をありがとうございます。 

 私自身、アスタナに参りましたのは10年前ですが、当時アスタナはまだ建設中の段階であ

りました。しかし今回はすでに現代的な建物が立ち並び、都市も大変大きく発展したことが

わかりました。そして、本日のプレゼンテーションを聞き、またさらに大きな可能性を覚え

ました。10年前に日本企業の代表の方々とカザフスタンを訪れた時に比べ感じるのは、投資

環境の劇的な改善や金融インフラ、鉱物資源インフラ、輸送インフラ、再生可能エネルギー

の可能性、それから大きいのが、民営化です。具体的な投資に関するプロジェクト等が多く

掲げられ、この年までにはカザフスタンの投資の機会が明らかになるということを改めて認

識したわけです。 

 日本側の期待する投資分野等についても話がありました。これはカザフスタン側の政府、

あるいは議会、産業界と日本側とで話をする大きなきっかけとなるものであると確信するに

至りました。 

 日本側にとっても非常に高密度に話し合える機会ですので、ぜひ大きな成果を出していた

だきたいと思います。本日は誠にありがとうございました。 
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＜署名式＞ 

 

第７回日本カザフスタン官民合同協議会にて署名された文書一覧 

（当日署名順） 

 

 

1． 「アルマティ市における新都市交通網整備に関わる協力」覚書 

 締結者： 丸紅株式会社 日比太郎 交通・インフラプロジェクト部 

    交通・インフラプロジェクト第一課 課長 

   AO「国営KAZAKH INVEST」 S.トゥヤクバエフ 総裁 

 

 

2． 原子力分野における協力に関する相互理解覚書 

 締結者： 日本原子力発電株式会社 肥田隆彦 常務取締役 

   丸紅ユティリティ・サービス株式会社 大橋周一 取締役 

    原子力プロジェクト室長 

   AO「カザフスタン原子力発電所」 T. ジャンチキン 社長 

 

 

3． カザフスタンにおける水パイプラインの赤錆改善に関する相互協力覚書 

 締結者： 三井物産株式会社 棚橋克仁 鉄鋼製品本部 

    エネルギー・輸送インフラ鋼材事業部 

     ラインパイプ・厚板貿易室 室長 

   日本システム企画株式会社 熊野活行 代表取締役社長 

   AO「住宅・公共サービスセンター」 N. ジエンバエフ 取締役会長 

 

 

4． 第7回日本カザフスタン経済官民合同協議会議事録 

 締結者： 

  協議会日本側議長 柳瀬唯夫 経済産業審議官 

  協議会日本側副議長 山添 茂 日本カザフスタン経済委員会 会長 

     ／丸紅株式会社 副会長 

  協議会カザフスタン側議長 A. カビケノフ 投資･発展省次官 

  協議会カザフスタン側副議長 S. エシムベコフ カザフスタン日本経済委員会会長 

    ／「アルメクス」ホールディング取締役副会長 
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＜分科会＞ 

第１分科会 

IT･デジタル分野における協力の可能性～国家プログラム『デジタル･カザフスタン』によせて 

 

 第１分科会では「IT･デジタル分野における協力の可能性～国家プログラム『デジタル・カザフ

スタン』によせて」をテーマとして、日本側およびカザフスタン側計６名が報告を行った。 

 はじめに、ガジゾフ国営情報コミュニケーションホールディング「ZERDE」情報サポート・PR

プロモーション部長が、国家プログラム「デジタル・カザフスタン」の肝となる５つの方向性①

経済部門のデジタル化、②デジタル国家への移行、③通信インフラの整備、④人材開発、⑤革新

エコシステムの開発を紹介、日本との技術協力に関心を示した。 

 続いて、平林・スカイライトコンサルティング㈱グローバルビジネスイノベーションサービス

ユニット・ディレクターが、デジタルツールによる日本の製造業の改革やその課題について紹介

した。目指すべき２つの改革として「プロセスの変革」と「ビジネスの変革」を挙げ、VRやAI、

IoTを活用した新製品の開発・設計、またIT企業･スタートアップとのオープンイノベーション推

進の必要性を説明した。革新的なコラボレーションの成功には、大手企業とスタートアップの相

互理解が不可欠であり、だからこそ双方のギャップを解消できるパートナーを見つけることが重

要であると指摘した。 

 続いてカザフスタン側として報告した勝・ナザルバエフ大学学長は、同大学の取り組みや特質

について、主にデジタル分野の側面に焦点を当てながら報告を行った。カザフスタンが「中間所

得国の罠」を回避し、あらゆる産業分野においてさらなる発展を実現するためには「科学」が重

要であると指摘し、よりデジタル教育に注力して優秀な人材を養成・輩出していきたいと意欲を

示した。 

 日比・丸紅㈱交通・インフラプロジェクト部交通・インフラプロジェクト第一課課長は、石油･

ガス、資源開発、輸送インフラ等、同社のカザフスタンにおける広範なビジネス展開を紹介しつ

つ、本協議会の署名案件となったアルマトィのライトレール･プロジェクトに関わる報告を行っ

た。デジタル化された資産管理システムを用いるライトレール整備事業を、同社は未来の街づく

りの一環と捉えており、これを通じ、カザフにおけるデジタル･インフラの発展に長期的にコミ

ットしていく方針であるという。 

 デュセンバエフ「NATR」技術移転センター所長は、同センターの主な活動として①新技術の

発掘、②企業に対する技術支援、③技術移転やイノベーションに対するファイナンス支援を挙げ

て紹介した。「NATR」は現在中国や韓国、英国、ロシア等の諸機関とパートナー関係を結んでい

るが、日本とのICTおよびロボット技術分野におけるパートナーシップの実現にも期待を示した。 

 最後に、山下・㈱grooves海外事業部新規事業開発室室長が、日本が抱える社会課題、特に労働

人口減少やITエンジニアの人材不足といった人的資源に関する問題を、HRテック活用によって解
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決する取り組みについて紹介した。また新規事業として、海外の政府・大学・ソフトウェアカン

パニーとの協業によるHRテック領域における対象国の社会課題解決を挙げ、カザフスタンとの協

働可能性の模索に意欲を示した。 

 

◆第１分科会資料 

ガジゾフ・AO 国営情報コミュニケーションホールディング「ZERDE」 

情報サポート･PR プロモーション部長 

「情報･デジタル分野における協力～国家プログラム『デジタル・カザフスタン』」 
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勝 茂夫・ナザルバエフ大学 学長 

「GLOBAL TECH TRENDS and KAZAKHSTAN」 
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第２分科会 

地下資源開発及び資源高度利用における協力の可能性 

 

 第２分科会では、「地下資源開発および資源高度利用における日本とカザフスタンの協力の

可能性」をテーマとして５つの報告が行われた。 

 最初に、国営探鉱会社「カズジオロジー」のカウルダシャエフ取締役副会長より、カザフ

スタンの鉱物資源探査･開発と同分野への投資･新技術導入を目的とした取り組みの現状につ

いて報告があった。2018年６月29日に新しい地下資源法が施行されることに伴い、従来は１

年半～２年を要した地下資源利用権に関するライセンス付与が10営業日以内に、契約締結に

かかる期間が40日まで大幅に短縮される。また、実施中の２つの主要プロジェクト①鉱物資

源データベースの構築、②2019年に開始を予定する国際基準の地球化学研究所の建設を例に

挙げ、地下資源探査に関わる外国投資環境改善にむけ、最大限の努力がなされていると強調

した。 

 続いて、黒須・（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）モスクワ事務所所長は、

共同調査やウラン探鉱への支援等、カザフスタン独立時からの近年までのJOGMECとカザフ

スタンの鉱物部門における協力実績を紹介、同国が日本にとってレアメタル、ウラン等の重

要な供給国となっていることを指摘し、今後の関係強化と一層の日本企業進出支援に意欲を

示した。 

 次に、共和国採掘業・鉱山冶金企業協会のマナスバエヴァ副専務理事は、100以上の会員企

業からなる業界最大の団体である同協会の役割について説明、政府機関と民間企業の対話促

進、新たな法案の策定・施行による民間企業への影響・リスクの分析等、主な活動について

説明した。また今後の優先的な方向性として、国際協力の推進を挙げ、日本企業との協力へ

の期待を示した。 

 船津・日本オイルエンジニアリング㈱開発技術部次長は、同社の強みである貯留層の流動

シミュレータ開発能力をポイントに、自社の貯留層評価や開発計画策定のコンサルテーショ

ンサービスについて紹介した。インドネシアの老朽油田から回収率を高めるための増油手法

のスタディや、イラクの原油出荷設備を復旧させるプロジェクト等、事業例を挙げながら説

明し、JOGMEC主催の貯留層工学の国際技術者実習や研修サービスについても紹介した。 

 最後に、関根・㈱関根産業代表取締役が「産油国最大の廃棄物である随伴水を水資源とし

て活用する」と題して報告、原油生産量の10倍にも及ぶ膨大な油田随伴水に対応しうる、マ

イクロバブルやろ過、吸着処理、また生物膜ろ過処理等を組み合わせた同社の処理技術につ

いて紹介した。また、カザフスタンのマンギスタウ州で実施した油田廃油処理・環境調査の

報告として、初期段階における環境対策の導入が結果的にコスト削減になることを指摘した。 
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◆第２分科会資料 

カウルダシャエフ・AO 国営探鉱会社「カズジオロジー」 取締役副会長 

「カザフスタンにおける地質探査のイノベーション」 
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第３分科会 

エネルギー･環境保全分野における協力の可能性 

 

 第３分科会は、「エネルギー･環境保全分野における協力の可能性」をテーマに、カザフス

タンの全エネルギー関係企業が加盟する「カズエナジー」協会とROTOBOが過去２年にわた

り共同で開催してきた「日本カザフスタン・エネルギー・環境産業協力セミナー」を兼ねて

実施された。 

 はじめに、吉成・川崎重工㈱海外発電営業部第一営業課基幹職が、丸紅ユティリティ・サ

ービス㈱との共同報告として、アスタナ市における中・小型ガスタービン発電を使ったコン

バインヒート＆パワーの貢献の可能性について紹介した。既存の石炭焚きの発電所を同社の

ガスタービンCHPに切り替えることにより、非常に高いエネルギー削減効果が期待され、カ

ザフスタンの省エネや大気汚染の防止に貢献できると説明した。 

 次に、カブジャノフ「カズエナジー」協会石油ガス・エネルギー部門発展エグゼクティブ・

ディレクターが、カザフスタンにおけるグリーン経済への転換の取り組みについて紹介した。

現在カザフスタンでは再生可能エネルギーの開発や省エネ技術の導入等を国家主導で推進す

る一方で、発電所の老朽化による電力供給の不安定化等の問題が存在する。日本の環境技術

の導入に前向きな姿勢を示し、出席者に協力を呼びかけた。 

 大野・（一社）産業環境管理協会（JEMAI）環境管理部門国際協力・技術センター所長は、

約700の会員企業を擁する同協会の目的と活動を紹介するとともに、日本の大気環境保全の歩

みについて報告した。近年の大気汚染の原因であるVOCの排出抑制において、法規制と事業

者の自主的取り組みのベストミックスを図る日本の特殊なアプローチについて解説、その効

果の高さを指摘した。 

 ジャクポフ「グリーンテクノロジー・投資プロジェクト国際センター」グリーン・プロジ

ェクト・技術イノベーション分析局次長は、環境技術移転やグリーン経済への移行に向けた

政府および同センターの取り組みを紹介した。再生可能エネルギーやグリーンテクノロジー

の開発・導入に取り組む企業や投資家への支援策について具体的に説明、また外国諸機関と

の協力推進への意欲を語った。 

 稲光・㈱IHI回転機械エンジニアリング分離装置ビジネスユニット営業グループ課長は、同

社の下水道処理設備について報告した。汚泥の脱水・減容化を全自動で効率良く行うことが

可能なスクリュウデカンタ形遠心分離機・汚泥脱水機を紹介し、こうした排水処理設備の提

供を通して、カザフスタンの下水・し尿・工場排水処理の問題解決に貢献できると説明した。 

 三輪・三光㈱代表取締役は、同社の焼却オペレーションと廃棄物の処理・リサイクル技術

について紹介するとともに、ウラジオストク市への導入の実例について報告した。同社は2017

年３月にウラジオストク市のスペツザボートNo.1社と環境分野における協力覚書を締結し、
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現在では鳥取県の協力の下で焼却工場の排ガス装置改修や小型焼却炉導入、リサイクル等の

提案を工場に行っていると説明がなされた。 

 

 

◆第３分科会資料 

カブジャノフ・「カズエナジー」協会 石油ガス･エネルギー部門発展エグゼクティブ・ディレクター 

「エネルギー及び環境保全分野における協力について」 

 

 カザフスタン共和国大統領令によって決定された「グリーン経済への移行構想」を実現し、

また、有害物質の大気への排出削減、CO2の排出削減、発電設備のエネルギー源の多様化等

の諸課題を解決し、さらに新技術を追求・発展させるための努力の一環として、共和国の各

エネルギー企業は風力発電所、太陽光発電所、小規模水力発電所の建設およびクリーンコー

ル技術の導入に関する各種事業に取り組んでおります。 

 低コストの露天掘りで採掘されるエキバストゥーズ炭をベースとする石炭エネルギー（発

電エネルギー源の70％）は今日のカザフスタンのエネルギー基盤となっていますが、今後も

蒸気特性の向上、燃料の前処理、排ガスからの灰塵回収システムの改善等、クリーンコール

技術の導入によってさらに発展していくべきと考えられています。 

 カザフスタンの2017年の発電量は1,031億3,900万kWhであり、2016年より９％増加していま

す。また、同年の発熱量は8,127万1,000Gcal（前年比4.5％増）です。 

 ご存知のとおり、カザフスタンは「気候変動に関するパリ協定」を批准しています。この

協定の批准国はすべて、温室効果ガスの排出を抑制する義務を負っており、協定によって低

炭素技術の発展を主要な経済モデルとすることを求められています。カザフスタンが世界の

排気総量に占める割合は約１％で極めて少ないとは言え、この動きを坐視して眺めることは

すべきでないと決定し、この決定に従って現在国内の従来型発電施設においてはエネルギー

効率の向上および有害排出物の削減を図るための新技術を導入しつつあります。この低炭素

技術への移行は、国家および企業の経済、金融政策等に大きな影響を及ぼすことも言及して

おきます。また、カザフスタンが他のOECD（経済協力開発機構）参加国と異なる気候的、

地理的および経済的な特徴を抱えていることを認識することも重要です。 

 この数十年間、大規模蒸気タービン発電機の建造においては効率向上につながる蒸気特性

の改善が主な傾向になっています。このことはさらに燃料消費量の削減および有害物の大気

への排出量を削減することにつながります。 

 燃料を燃焼行程あるいはガス化工程に投入する前の段階である前処理の新技術としては、

石炭濃縮、石炭中の灰分含有量の削減、硫黄等の不要混入物の削減等を挙げることができま

す。 
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 現在、新技術を利用した排ガス中の灰塵回収のシステムの再構築が行われています。エキ

バストゥーズ第１国営地区発電所および第２国営地区発電所では、９基の発電機に静電フィ

ルターを設置し灰塵回収率を99.4～99.6％まで向上させることによって、９基合計の灰塵年間

総排出量を12万ｔ削減して従来の４分の１に抑えることに成功しています。 

 

参考：最新技術の実現の一例としてバルハシ火力発電所建設プロジェクトを挙げることがで

きます。発電所建設に用いられる石炭燃焼技術および煙突ガス浄化技術は、可能な限りで最

良の技術レベルのものとなります。 

1) タービン前蒸気温度を現在の540℃から566℃まで上昇させます。発電機の熱力学効率が上

がり燃料消費量が低下することで有害物質や二酸化炭素の排出が少なくなります。 

2) Alstom社（フランス）のバグフィルター、脱硫システムは灰塵・硫黄酸化物排出量に関す

る欧州の基準を満たすものであり、さらに窒素酸化物の排出を抑制できる低排出バーナー

も導入されます。これによりバルハシ発電所で実現できる排出量は、カザフスタン国内の

基準値と比べ灰塵排出量を６分の１以下に、硫黄酸化物排出量を４分の１、窒素酸化物排

出量を３分の２まで減少します。 

 

排出規格 

排出量基準値（mg/nm
3

） 

出典 

NO
Х
 SO

2
 灰塵 

カザフスタン共和国 500 780 200 技術規格書 

EU 200 200 30 EU指令2001/80EC 

バルハシ火力発電所 350 200 30 プロジェクト企画書 

 

 バルハシ火力発電所では新技術を導入することによって次の結果を期待できます。 

- 年間燃料消費率を45万ｔ削減。従来の発電機に比べ15％削減。 

- 各発電機における二酸化炭素排出量を60万ｔ削減。従来の発電機に比べ15％削減。 

- 灰排出量を従来の400mg／nm3から30mg／nm3まで削減。 

 

 これと同時にカザフスタンでは再生可能エネルギーの発展を促進する政策が採用されてい

ます。この政策は、関係する多方面への影響を考慮したシステマティックな対策に向けられ

た、国家レベルの戦略上の権益に対応するものでなければなりません。近年、再生可能エネ

ルギーの発展は国のエネルギー部門において優先的な成長ベクトルの１つとして位置づけら

れています。 
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 ただし、この政策の中心となる「再生可能エネルギー利用促進に関する法律」は、投資家

に利益をもたらす反面、エネルギー消費者となる企業に対してはある程度の資金負担を余儀

なくすることも見落としてはなりません。 

 再生可能エネルギー源によって生産された電力は「定められた消費者」のみが購入すると

されているため、電力自体の原価が上がり、その結果投資に向けられる資金が減少します。

そのため、従来設備の改良または新設備の導入が困難になるとともに、電力の最終消費者で

ある各企業や一般国民にも大きな負担がかかります。再生可能エネルギー源技術を発展させ

るために必要とされる資金は国内消費電力kWh当たりの料金によって確保される一方、この

再生可能エネルギー源自体を維持する費用は、毎年新規設備を導入する必要があることを考

えれば、幾何級数的に高額となっていくからです。 

 農業においても再生可能エネルギーの発展は大きなポテンシャルをもっている。カザフス

タンの人口の約半分が農業地帯や遠く離れた村落で生活しているため、再生可能エネルギー

プロジェクトを実施することによって集中型電力供給等の問題も解消できるでしょう。農村

の電力供給は、当該地域の中心都市からわざわざ電線を引っ張って集中給電網に接続して行

うより、家庭や灌漑、飲用水供給等に必要な電力を確保できる小規模ハイブリッド発電機を

現地に設置したほうが経済的に有利となるはずです。しかしながら現段階では、地域住民に

よる小規模再生可能エネルギー設備の導入を促すモチベーションが欠けているため、農業地

域における再生可能エネルギー導入の問題を解決する方途は大規模発電施設に再生可能エネ

ルギー設備を設置することに限られております。 

 炭素資源がこれからも国の発電部門において大きな役割を果たしていくことは確かである

としても、カザフスタンは、従来型発電においても新技術を導入し、クリーンで安定した再

生可能エネルギー源や代替エネルギーを開発することによって温室効果ガス問題の解決に積

極的に参加してゆく所存です。 

 この分野におけるカザフスタンの取り組みの結果として、カザフスタンを長期的展望にお

いて経済的に発展させ、競争力のある先進国へと進化させるために戦略と戦術とを正しく選

択し、確立することが期待される。 
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第４分科会 

日本･カザフスタンビジネスにおける新分野 
 

 第４分科会は、「日本・カザフスタンビジネスにおける新分野」について、６つの様々なテ

ーマで報告が行われた。 

 最初にヤクバエフ・国際「カザフインベスト」投資導入部マネージング・ディレクターは、

日本との関係においてカザフスタンが抱かれているステレオタイプを指摘、それとは異なる

今日のカザフスタンの可能性をアピールした。周辺国との経済統合により５億人に達する市

場規模や、鉄道・道路建設によるロジスティクス・ハブとしての成長、また中央アジアのGDP

の60％を占めるに至った同国の経済力について説明した。さらに、現在は国産農作物の輸出

をはじめとする農業分野に力を入れていることを強調したほか、カザフインベストの投資家

支援ネットワークについてアピールした。 

 次に、下社・（独）日本貿易振興機構（JETRO）タシケント事務所所長は、カザフスタンで

日本の製造業の進出が限定的であることを指摘し、カザフスタン側に具体的な数字を伴った

投資ビジネスモデルの提案等、より積極的な日本企業への働きかけを求めた。また、日本か

らの投資を呼び込める可能性のある分野として省エネルギー、再生可能エネルギー、水関連

技術、廃棄物処理・汚染除去、医療の他に農業を挙げ、農作物や食料品を中国へ輸出するビ

ジネスモデルを提案した。 

 次に、木瀬・㈱前川製作所ロシア現地法人代表は、同社の食肉市場での機械化・自動化技

術を紹介した。鶏もも肉の脱骨ロボット「トリダス」稼動の様子を映像で説明し、カザフス

タンのパートナーとの事業展開に意欲を示した。 

 続いて、アブドカリモフ・「Zhan-Agroイノベーション」社社長は、アルマトィ州の所有地

で計画しているヘーゼルナッツ栽培への投資を誘致した。カザフスタンのヘーゼルナッツは

現在輸入品が主だが、国内生産品には大きな需要が見込まれると強調し、プロジェクトへの

意気込みを語った。 

 末次・JCB International Eurasia LLC社長より、同社のカザフスタンにおける取り組みが紹介

された。カズコメルツバンク（QAZKOM）をパートナーとしたJCBカードの利用ネットワー

ク構築や、現在準備中のハリクバンクのネットワークとの連携について説明した。このほか、

2018年４月に発表された同社の指紋センサー付き生態認証カード技術について紹介があった。 

 最後に、エシムベコフ「アルメクス」ホールディング取締役副会長は、日本との経済協力

関係では大企業による資源分野への参入が中心であったことから、変化の必要性を指摘した。

東京製綱のカザフスタン進出を例に挙げ、従来とは異なる新しい分野の発展、技術の輸出入

の拡大に期待を示した。また、食品分野・農業分野における大きな可能性を強調し、アルメ

クス・バイテレク基金のファイナンスサポートをアピールし、今後の基金の活動範囲の拡大、

日本企業との協力の意欲を語った。 
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 報告後には質疑応答および報告者によるディスカッションが行われ、活発な意見交換がな

された。 

 

◆第４分科会資料 

ヤクバエフ・AO 国営「カザフインベスト｣ 投資導入部マネージング・ディレクター 

「なぜ、カザフスタンに投資すべきか」 
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エシムベコフ・AO「アルメクス」ホールディング 取締役副会長 

「農業部門における二国間協力の展望～アルメクス･バイテレク基金プレゼンテーション」 
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